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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第29期 

第２四半期連結 
累計期間 

第30期 
第２四半期連結 

累計期間 
第29期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年９月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年９月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 202,403 200,882 401,622 

経常利益 （百万円） 8,970 9,961 18,262 

四半期（当期）純利益 （百万円） 5,337 6,445 10,355 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,394 6,721 11,295 

純資産額 （百万円） 99,478 109,764 105,487 

総資産額 （百万円） 1,973,387 2,111,760 2,120,491 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 102,741.99 125,478.08 200,466.12 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 5.0 5.1 4.9 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 45,925 47,877 △63,631 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △1,886 3,725 △4,840 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 128,025 △29,028 255,434 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 357,427 395,942 373,295 

 

 

回次
第29期

第２四半期連結
会計期間

第30期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 31,149.94 59,400.05 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び当社の関係会社）において、主な事業内容の変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動は、次の通りであります。

 

 

（１）リース事業

主な事業内容の変更はありません。

 

（２）融資事業

主な事業内容の変更はありません。

 

（３）投資事業

主な事業内容の変更はありません。

 

（４）クレジットカード事業

主な事業内容の変更はありません。

 

（５）ビリング事業

主な事業内容の変更はありません。

 

第１四半期連結会計期間より、東南アジアマーケットにおけるファイナンスニーズを取り込むため、NTT Leasing 

Singapore Pte.Ltd.を新たに設立し、連結子会社としております。その結果、当社グループは、当社、連結子会社

14社、持分法適用関連会社２社により構成されることとなりました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当社グループは、「ＮＴＴグループの成長・発展に欠くことのできない会社」として、金融・決済サービスの

新たな価値の創造に努め、ＮＴＴグループ事業の発展とともに、個社としての持続的な成長及び社会的責任を担

う信頼される企業を目指しております。 

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府・日銀による経済・金融政策の下支えもあり、企業収

益の増加が雇用情勢へ波及しております。一方で、消費税率引上げに伴う反動減からの回復は鈍く、円安基調に

よる輸入物価の上昇もあり、実質所得の減少から個人消費に弱さが見られる等、回復基調にあった景気に停滞感

が見られます。今後は、国内において消費税の再増税判断、海外では米国における量的緩和終了後の金融政策、

欧州・中国等の経済動向等、景気に影響を与える要因が多く存在しており、引続き注視が必要です。

 当社グループを取り巻く事業環境につきましては、消費税率引上げに伴う反動の影響が続き、平成26年９月末

累計におけるリース業界全体の取扱高が前年同期比でマイナスとなっているものの、企業の設備投資需要に対す

るマインドは維持されており、今後のリース需要は持ち直すことが期待されています。

 このような状況のもと、当社グループは、『イノベーション＆チャレンジ』を経営ビジョンに掲げ、今年度は

「リース事業の持続的成長」「ＮＴＴグループ各社と協調したグローバル分野の拡大」「グループファイナンス

機能の強化」「新たな決済ビジネス等の推進」「ＣＳＲ活動の推進及び定着」の各種施策に取り組んでまいりま

した。平成26年４月には、成長著しい東南アジア地域においてNTT Leasing Singapore Pte.Ltd.を設立、現地で

の営業取引を開始し、海外航空会社向けの航空機オペレーティング・リース、及びＮＴＴグループ向けリース案

件を実行する等、グローバル分野の拡大を図りました。さらに、グローバルベースでの財務管理を強化する

Treasury Management System(ＴＭＳ)をＮＴＴグループ会社向けに提供を開始し、グループファイナンス機能の

強化を図ってまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、売上高は融資事業におけ

る航空機ファイナンスやグループファイナンスによる収入が増加したものの、リース事業におけるリース割賦収

入が減少したこと等により、前年同四半期比15億20百万円の減少となる2,008億82百万円となりました。また、営

業利益は融資事業における貸倒戻入益が増加したこと等により、前年同四半期比７億78百万円の増加となる98億

17百万円、経常利益は前年同四半期比９億90百万円の増加となる99億61百万円、四半期純利益は前年同四半期比

11億８百万円の増加となる64億45百万円となりました。また、当第２四半期連結会計期間末の営業資産残高につ

きましては、前年同四半期比1,057億21百万円の増加となる１兆6,247億54百万円となりました。

 

(セグメントの業績)

セグメントの業績は次の通りであります。

 

①リース事業

リース事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は、過年度の契約実行高減少に伴うリース割賦収入

が減少したこと等により、前年同四半期比10億61百万円の減少となる846億61百万円となりました。セグメント

利益は、貸倒戻入益が減少したこと等により、前年同四半期比６億60百万円の減少となる61億65百万円となり

ました。

また、当第２四半期連結累計期間における契約実行高は、成長分野として取組を強化している建物リース

や、需要旺盛な建設機械の取扱が増加したこと、さらにNTT Leasing Singapore Pte.Ltd.において海外航空会

社向けの航空機オペレーティング・リースを実行したこと等により、前年同四半期比116億74百万円の増加とな

る843億90百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前年同四半期比

487億18百万円の増加となる4,398億95百万円となりました。
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②融資事業

融資事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は、海外航空会社向け航空機ファイナンスや、グロー

バル事業を推進するＮＴＴグループ各社の資金需要を取り込んだグループファイナンスを実行したこと等によ

り、前年同四半期比３億93百万円の増加となる37億99百万円となりました。セグメント利益は、貸倒戻入益が

増加したこと等により、前年同四半期比10億84百万円の増加となる23億94百万円となりました。

また、当第２四半期連結累計期間における契約実行高は、グループファイナンスの取扱が増加したこと等に

より、前年同四半期比5,952億67百万円の増加となる8,802億35百万円となりました。なお、当第２四半期連結

会計期間末における営業資産残高は、前年同四半期比524億円の増加となる9,449億１百万円となりました。

③投資事業

投資事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は、前年同四半期のベンチャーキャピタル収入が今期

は剥落したこと等により、前年同四半期比１億22百万円の減少となる12億９百万円となりました。セグメント

利益は、前述の影響等により、前年同四半期比２億97百万円の減少となる６億44百万円となりました。

また、当第２四半期連結累計期間における契約実行高は、前年同四半期比50億61百万円の減少となる37億１

百万円となりました。なお、当第２四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前年同四半期比61億76百

万円の増加となる624億75百万円となりました。

④クレジットカード事業

クレジットカード事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は、通信料金等のクレジットカード決済

が増加したこと等により、前年同四半期比８億90百万円の増加となる164億18百万円となりました。セグメント

利益は、営業費用が増加したことにより、前年同四半期比２億10百万円の減少となる12億73百万円となりまし

た。

また、当第２四半期連結累計期間における契約実行高は、前述の通り通信料金等のクレジットカード決済が

増加したこと等により、前年同四半期比744億81百万円の増加となる１兆632億62百万円となりました。なお、

当第２四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前年同四半期比56億65百万円の増加となる472億91百万

円となりました。

⑤ビリング事業

ビリング事業におきましては、「おまとめ請求」の利用促進や請求・回収業務のコスト削減等に取り組み、

安定かつ効率的な事業運営に努めました。その結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、前年同四

半期比６億65百万円の減少となる1,088億50百万円、セグメント利益は前年同四半期比13億83百万円の増加とな

る35億85百万円となりました。

また、当第２四半期連結累計期間における契約実行高は、前年同四半期比633億49百万円の増加となる２兆

9,082億58百万円となり、当第２四半期連結会計期間末における営業資産残高は、前年同四半期比72億40百万円

の減少となる1,301億89百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、ＮＴＴグループ各社向けの営業貸付金が増加したこと等に伴い、前

年同四半期末に比べて7.0％増加し、２兆1,117億60百万円となりました。

流動資産は、前述の通り営業貸付金が増加したこと等に伴い、前年同四半期末に比べて6.7％増加し、２兆124

億67百万円となりました。固定資産は、投資有価証券が増加したこと等に伴い、前年同四半期末に比べて12.4％

増加し、992億92百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前年同四半期末に比べて6.8％増加し、２兆19億96百万円となりま

した。 

流動負債は、株主、役員又は従業員からの預り金が増加したこと等に伴い、前年同四半期末に比べて2.3％増加

し、１兆3,278億21百万円となりました。固定負債は、社債が増加したこと等に伴い、前年同四半期末に比べて

16.8％増加し、6,741億74百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前年同四半期末に比べて10.3％増加し、1,097億64百万円となり

ました。 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期末に比べて385億15百万円増加の

3,959億42百万円となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、賃貸資産の取得により104億60百万円支出したものの、営業貸付金の

増減額が511億94百万円の減少となったこと等から、478億77百万円の収入（前年同四半期は459億25百万円の収

入）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、出資金を償還したことに伴う収入が42億34百万円あったこと等か

ら、37億25百万円の収入（前年同四半期は18億86百万円の支出）となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が722億77百万円あったことに加え、社債の発

行による収入が552億円あったものの、預り金の純増減額が1,572億16百万円の減少となったこと等から、290億

28百万円の支出（前年同四半期は1,280億25百万円の収入）となりました。
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(4) 特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく営業貸付金及びその他の営業貸付債権の状況 

「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日 大蔵省令第57号）に基づく、提出会社におけ

る営業貸付金及びその他の営業貸付債権の状況は次のとおりであります。

① 貸付金の種別残高内訳

平成26年９月30日現在
 

件数・残高
 
貸付種別

       
平均約定金利

（％）
件数

（件） 構成割合（％）
残高

（百万円） 構成割合（％）

消費者向          

無担保

（住宅向を除く）
16,643 96.84 3,860 0.42 16.53

有担保

（住宅向を除く）
－ － － － －

住宅向 － － － － －

計 16,643 96.84 3,860 0.42 16.53

事業者向 544 3.16 908,588 99.58 0.78

合計 17,187 100.00 912,448 100.00 0.84

 

② 資金調達内訳

平成26年９月30日現在
 

借入先等 残高（百万円） 平均調達金利（％）

金融機関等からの借入 299,072 0.85

その他   1,034,636 0.19

  社債・コマーシャルペーパー 365,430 0.30

合計 1,333,709 0.33

自己資本  151,150 －

  資本金・出資額 16,770 －
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③ 業種別貸付金残高内訳

平成26年９月30日現在
 

先数・残高
 
業種別

       
先数

（件） 構成割合（％）
残高

（百万円） 構成割合（％）

農業、林業、漁業 － － － －

建設業 2 0.01 320 0.03

製造業 15 0.08 14,928 1.63

電気・ガス・熱供給・水道業 5 0.02 4,047 0.44

情報通信業 14 0.08 501,515 54.97

運輸業、郵便業 12 0.07 11,043 1.21

卸売業、小売業 19 0.12 8,579 0.94

金融業、保険業 90 0.54 122,736 13.46

不動産業、物品賃貸業 27 0.16 172,391 18.90

宿泊業、飲食サービス業 1 0.00 126 0.01

教育、学習支援業 2 0.01 9 0.00

医療、福祉 48 0.29 18,705 2.04

複合サービス事業 － － － －

サービス業（他に分類されないもの） 13 0.07 33,990 3.73

個人 16,643 98.33 3,860 0.42

特定非営利活動法人 － － － －

その他 36 0.22 20,193 2.22

合計 16,927 100.00 912,448 100.00
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④ 担保別貸付金残高内訳

平成26年９月30日現在
 

受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％）

有価証券

 
  2,006 0.21

  うち手形 357 0.03

  うち小切手 － －

  うち株式 1,648 0.18

債権   61,340 6.73

  うち預金 － －

商品 － －

不動産 6,555 0.71

財団 － －

その他 2,930 0.33

計 72,832 7.98

保証 1,860 0.20

無担保 837,755 91.82

合計 912,448 100.00

 

⑤ 期間別貸付金残高内訳

平成26年９月30日現在
 

件数・残高
 
期間別

       
件数
（件） 構成割合（％）

残高
（百万円） 構成割合（％）

1年以下 7,226 42.05 157,670 17.28

1年超  5年以下 9,500 55.28 521,904 57.20

5年超 10年以下 394 2.29 170,496 18.69

10年超 15年以下 64 0.37 59,282 6.50

15年超 20年以下 3 0.01 3,094 0.33

20年超 25年以下 － － － －

25年超 － － － －

合計 17,187 100.00 912,448 100.00

一件当たり平均期間（年） 4.20

 （注）期間は、約定期間によっております。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000

計 80,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,960 51,960 非上場
当社は単元株制度は

採用しておりません。

計 51,960 51,960 － －

（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日～ 

平成26年９月30日
－ 51,960 － 16,770 － 15,950
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（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電信電話株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 47,345 91.11 

株式会社エヌ・ティ・ティ・デ

ータ 
東京都江東区豊洲三丁目３番３号 1,600 3.07 

株式会社ＮＴＴドコモ 東京都千代田区永田町二丁目11番１号 1,500 2.88 

エヌ・ティ・ティ都市開発株式

会社 
東京都千代田区外神田四丁目14番１号 500 0.96 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ株式会社 
東京都千代田区内幸町一丁目１番６号 200 0.38 

ＮＴＴビジネスソリューション

ズ株式会社 
大阪府大阪市北区大深町３番１号 120 0.23 

株式会社エヌ・ティ・ティ エ

ムイー 
東京都豊島区東池袋三丁目21番14号 60 0.11 

株式会社ＮＴＴ東日本－東北 宮城県仙台市若林区五橋三丁目２番１号 20 0.03 

株式会社ＮＴＴ東日本－北海道 北海道札幌市中央区大通西十四丁目７番地 20 0.03 

計 － 51,365 98.85 

（注）上記のほか、自己株式が595株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   595 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  51,365 51,365 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 51,960 － －

総株主の議決権 － 51,365 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＮＴＴファイナンス

株式会社

東京都港区芝浦

一丁目２番１号
595 － 595 1.14

計 － 595 － 595 1.14
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

（１）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式 
数（株） 

就任 
年月日 

取締役 
事業管理 

部長 
田川 久和 

昭和37年 

３月５日 

  
昭和59年４月 日本電信電話公社 入社 

平成11年１月 日本電信電話株式会社 持株会社

移行本部第二部門 担当課長 

平成13年４月 同社 第二部門 担当部長 

平成15年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ・デ－

タ 経営企画部 担当部長 

平成17年７月 日本電信電話株式会社 第五部門 

ビジネスプロセス改革推進室 担

当部長 

平成18年５月 同社 第五部門 内部統制室 担

当部長 ビジネスプロセス改革推

進室兼務 

平成19年６月 同社 総務部門 内部統制室 担

当部長 

平成22年７月 東日本電信電話株式会社 総務人

事部 担当部長（株式会社情報通

信総合研究所に出向） 

平成26年６月 当社 取締役 事業管理部長 

（現在） 
 

（注） 

１ 
－ 

平成26年 

６月24日 

取締役 
 

 
梶原 全裕 

昭和42年 

６月28日 

   
平成３年４月 日本電信電話株式会社 入社 

平成16年３月 同社 第五部門 担当課長 

平成19年７月 同社 総務部門 担当課長 

平成21年７月 西日本電信電話株式会社 四国事

業本部営業部長 愛媛支店営業部

長兼務 

平成23年７月 同社 人事部 担当部長 

平成26年７月 日本電信電話株式会社 総務部門 

担当部長（現在） 

平成26年８月 当社 取締役（現在） 
 

（注） 

１ 
ー 

平成26年 

８月１日 

（注）１．平成26年６月20日開催の定時株主総会から２年間であります。

２．取締役 梶原 全裕氏は、社外取締役であります。

 

（２）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役   平田 聡 平成26年７月31日 

 

（３）役職の異動

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 373,291 395,936 

割賦債権 38,364 45,922 

リース債権及びリース投資資産 376,242 376,842 

営業貸付金 ※２ 948,401 ※２ 900,230 

その他の営業貸付債権 ※２ 47,288 ※２ 48,531 

賃貸料等未収入金 18,308 18,499 

カード未収入金 41,195 43,444 

ビリング未収入金 153,835 152,850 

営業投資有価証券 1,594 2,294 

有価証券 4,008 5,346 

その他 52,087 54,077 

貸倒引当金 △30,687 △31,509 

流動資産合計 2,023,928 2,012,467 

固定資産    

有形固定資産    

賃貸資産（純額） 8,180 17,926 

社用資産（純額） 5,256 4,856 

有形固定資産合計 13,436 22,783 

無形固定資産    

社用資産 5,582 4,958 

無形固定資産合計 5,582 4,958 

投資その他の資産    

投資有価証券 58,518 56,777 

その他 ※２ 25,123 ※２ 19,662 

貸倒引当金 △6,003 △4,887 

投資損失引当金 △93 △1 

投資その他の資産合計 77,544 71,550 

固定資産合計 96,562 99,292 

資産合計 2,120,491 2,111,760 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 22,874 15,733 

短期借入金 90,127 97,932 

1年内返済予定の長期借入金 47,503 54,390 

1年内償還予定の社債 39,998 44,999 

コマーシャル・ペーパー 54,999 102,998 

未払金 423,178 425,399 

未払法人税等 1,161 3,778 

割賦未実現利益 1,142 1,383 

預り金 267,749 145,696 

株主、役員又は従業員からの預り金 447,387 412,362 

資産除去債務 － 194 

その他 22,489 22,952 

流動負債合計 1,418,612 1,327,821 

固定負債    

社債 185,469 217,432 

長期借入金 152,963 198,513 

役員退職慰労引当金 53 39 

関係会社事業損失引当金 129 60 

退職給付に係る負債 8,322 8,056 

資産除去債務 2,239 2,049 

株主、役員又は従業員からの長期預り金 240,000 240,000 

その他 7,212 8,022 

固定負債合計 596,391 674,174 

負債合計 2,015,004 2,001,996 

純資産の部    

株主資本    

資本金 16,770 16,770 

資本剰余金 15,950 15,950 

利益剰余金 71,885 75,886 

自己株式 △1,126 △1,126 

株主資本合計 103,480 107,480 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,177 1,229 

為替換算調整勘定 57 256 

退職給付に係る調整累計額 108 108 

その他の包括利益累計額合計 1,343 1,594 

少数株主持分 664 688 

純資産合計 105,487 109,764 

負債純資産合計 2,120,491 2,111,760 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 202,403 200,882 

売上原価 117,644 116,008 

売上総利益 84,758 84,874 

販売費及び一般管理費 ※１ 75,719 ※１ 75,056 

営業利益 9,039 9,817 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 21 53 

持分法による投資利益 43 32 

償却債権取立益 59 158 

為替差益 27 119 

その他 19 34 

営業外収益合計 172 398 

営業外費用    

支払利息 140 110 

社債発行費 54 101 

その他 46 42 

営業外費用合計 241 254 

経常利益 8,970 9,961 

税金等調整前四半期純利益 8,970 9,961 

法人税等 3,620 3,491 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,350 6,469 

少数株主利益 13 24 

四半期純利益 5,337 6,445 

 

- 16 -



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,350 6,469 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △226 52 

為替換算調整勘定 126 273 

退職給付に係る調整額 － 0 

持分法適用会社に対する持分相当額 143 △74 

その他の包括利益合計 43 251 

四半期包括利益 5,394 6,721 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 5,380 6,696 

少数株主に係る四半期包括利益 13 24 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 8,970 9,961 

賃貸資産及び社用資産減価償却費 2,025 2,002 

賃貸資産及び社用資産除却損 158 73 

投資損失引当金の増減額（△は減少） － △92 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 515 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 321 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △13 △14 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,496 △293 

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） △292 △69 

受取利息及び受取配当金 △21 △53 

資金原価及び支払利息 2,543 2,452 

為替差損益（△は益） △27 △119 

持分法による投資損益（△は益） △43 △32 

投資有価証券評価損益（△は益） 1 1 

社債発行費 54 101 

割賦債権の増減額（△は増加） △6,033 △7,558 

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増加） 2,036 △424 

営業貸付金の増減額（△は増加） △191,350 51,194 

その他の営業貸付債権の増減額(△は増加) 8,014 △856 

賃貸料等未収入金の増減額（△は増加） 428 △190 

カード未収入金の増減額(△は増加) 2,067 △2,249 

ビリング未収入金の増減額（△は増加） 163,196 984 

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △134 △467 

営業有価証券の増減額(△は増加) △5,118 282 

賃貸資産の取得による支出 △192 △10,460 

支払手形及び買掛金の増減額(△は減少) 16 △7,140 

未払金の増減額（△は減少） 3,188 2,220 

その他 60,619 11,613 

小計 57,106 51,186 

利息及び配当金の受取額 47 79 

利息の支払額 △2,402 △2,501 

法人税等の支払額 △8,826 △887 

営業活動によるキャッシュ・フロー 45,925 47,877 
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    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 517 2 

投資有価証券の取得による支出 △299 － 

関係会社株式の取得による支出 － △9 

社用資産の取得による支出 △748 △411 

出資金の払込による支出 △1,500 － 

出資金の償還による収入 － 4,234 

その他 144 △90 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,886 3,725 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 938 2,480 

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 160,993 47,999 

長期借入れによる収入 32,563 72,277 

長期借入金の返済による支出 △32,302 △26,982 

債権流動化に伴う支払債務の純増減額（△は減少） △1,000 － 

社債の発行による収入 19,941 55,200 

社債の償還による支出 △20,000 △20,000 

自己株式の取得による支出 △1,126 － 

配当金の支払額 △3,563 △2,823 

預り金の純増減額(△は減少) △28,422 △157,216 

その他 3 35 

財務活動によるキャッシュ・フロー 128,025 △29,028 

現金及び現金同等物に係る換算差額 374 72 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 172,439 22,647 

現金及び現金同等物の期首残高 184,988 373,295 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 357,427 ※１ 395,942 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

１．連結の範囲の重要な変更

   第１四半期連結会計期間より、NTT Leasing Singapore Pte.Ltd.を新たに設立したため、連結の範囲に含めており

ます。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

  該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から

給付算定式基準へ変更するとともに割引率の算定方法を変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が586百万円減少し、利益剰余金が378百

万円増加しております。

 なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への

影響は軽微であります。 

 

（退職給付会計に係る過去勤務費用の処理方法）

 前連結会計年度の第３四半期連結会計期間において、退職給付会計に係る過去勤務費用の処理方法は、発生

年度に全額費用処理する方法から、その発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処

理する方法に変更したため、当連結会計年度に属する四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に含まれ

る比較情報に適用した会計方針と前連結会計年度の対応する四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に

適用した会計方針との間に相違が見られます。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １．保証債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

営業上の債務保証等 5,212百万円 5,081百万円
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※２．「営業貸付金」及び「その他の営業貸付債権」等に係る不良債権の状況 

    「特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令」（平成11年５月19日 総理府・大蔵省第32号）第９条の分

   類に基づく、提出会社の不良債権の状況は以下のとおりであります。

    なお、投資その他の資産の「その他（破産更生債権等）」に計上している営業貸付金及びその他の営業貸付債

   権を含んでおります。

 

(１)破綻先債権

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

 破綻先債権 1,090百万円 259百万円

 破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取り

立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（以下「未収利息不計上貸付金」という。）

のうち、法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由が生じているものであります。

 

(２)延滞債権

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

 延滞債権 4,933百万円 3,037百万円

 延滞債権とは、未収利息不計上貸付金のうち、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利

息の支払を猶予したもの以外のものであります。

 

(３)３ヶ月以上延滞債権

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

 ３ヶ月以上延滞債権 －百万円 －百万円

 ３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸付金のうち、破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

 

(４)貸出条件緩和債権

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

 貸出条件緩和債権 16百万円 11百万円

 貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の

返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権及び３ヶ月以上

延滞債権に該当しないものであります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成25年４月１日 
  至  平成25年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

従業員給料及び賞与 11,607百万円 11,453百万円 

退職給付費用 845 726 

役員退職慰労引当金繰入額 8 8 

事務委託費 15,758 16,573 

賃借料 2,603 2,611 

社用資産減価償却費 1,608 1,426 

貸倒引当金繰入額及び貸倒損失 9,237 9,578 

支払手数料 16,127 14,281 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

     とおりであります。

 
 
 

前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
 至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
 至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 357,423百万円 395,936百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2  － 

有価証券勘定 4,018  5,346 

償還期間が３ヶ月を超える債券 △4,018  △5,346 

流動資産・その他 58,904  54,077 

未収収益、立替金及びその他 △58,898  △54,071 

現金及び現金同等物 357,427  395,942 

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日

定時株主総会
普通株式 3,563 68,572 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日

定時株主総会
普通株式 2,823 54,960 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

(１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  リース 融資 投資 

クレジット 
カード 

ビリング 

売上高            

外部顧客への売上高 85,723 3,406 1,331 2,539 109,401 202,403 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － 12,987 114 13,101 

計 85,723 3,406 1,331 15,527 109,515 215,505 

セグメント利益 6,825 1,309 941 1,484 2,202 12,763 

 

(２)報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 12,763

全社費用(注) △3,723

四半期連結損益計算書の営業利益 9,039

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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２．当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日） 

(１)報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

合計 
  リース 融資 投資 

クレジット 
カード 

ビリング 

売上高            

外部顧客への売上高 84,661 3,799 1,209 2,547 108,663 200,882 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － 13,870 187 14,057 

計 84,661 3,799 1,209 16,418 108,850 214,940 

セグメント利益 6,165 2,394 644 1,273 3,585 14,062 

 

(２)報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 14,062

全社費用(注) △4,244

四半期連結損益計算書の営業利益 9,817

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(３)報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

 金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（有価証券関係）

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（デリバティブ取引関係）

 デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 102,741円99銭 125,478円08銭

(算定上の基礎)    

四半期純利益金額(百万円) 5,337 6,445

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,337 6,445

普通株式の期中平均株式数(千株) 51 51

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 26 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月５日

ＮＴＴファイナンス株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 林  秀行  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 佐伯 哲男  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮＴＴファイナ

ンス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１

日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＴＴファイナンス株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

   ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


